
第 17 回 上級（財務管理）解答用紙 

第 17 回 

社会福祉会計簿記認定試験

解答用紙

上級（財務管理）

（令和３年 12 月５日施行） 

一般財団法人総合福祉研究会 

公益社団法人全国経理教育協会 

試験会場番号 

該当する項目に☑をご記入ください

□社会福祉法人役員 □会計事務所職員

□社会福祉法人（社協以外）職員 □公務員

□社会福祉協議会職員  □学生

□金融機関職員 □会社員（役員を含む） □その他（    ） 

受
験
番
号

氏

名

得

点



第 17 回 上級（財務管理）解答用紙 

１

記
載
例

×××率 １２．３ ％ 

×××回転率 １．５ 回転 

① 流動比率 ％ 

② 人件費率 ％ 

③ 固定長期適合率 ％ 

④ 経費率 ％ 

⑤ 総資産回転率 回転 

⑥ 減価償却費率 ％ 

⑦ 純資産比率 ％ 

⑧ 従事者１人当たりサービス活動収益 千円 

⑨ 総資産サービス活動増減差額率   ％ 

⑩ 労働分配率 ％ 

１ 
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２

（１） 

解答例 ×年間の場合 購入 の合計が ２２５ 万円と最も有利である。 

１ １年間の場合 の合計が 万円と最も有利である。 

２ ３年間の場合 の合計が 万円と最も有利である。 

３ ６年間の場合 の合計が 万円と最も有利である。 

（２）   （単位：円） 

外部委託にした場合の差額原価 

①割増退職金の発生 △8,000,000

②直接人件費の減少

③業務委託費の発生

④直接経費の減少

差額原価 

結論 

外部委託した場合、10 年間で（     万円 ）（ 有利 ・ 不利 ）となる。 

(３） 

目標製造販売個数      個 

目標売上高    円 

２
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３

（１）令和３年度末の現金預金の残高の見込額（マイナスの場合は、“△”を付すこと。）

千円 

（２）報告書記載事項など

（Ａ） （Ｄ）

（Ｂ） （Ｅ）

（Ｃ） （Ｆ）

（３）令和８年度末の残余資金の見込額について

令和８年度末に清算した場合の残余資金は（       ）千円となる。 

よって、令和８年度末において清算を結了することは、（ 可能 ・ 不可能 ）である。 

※清算による残余資金がマイナス残高の場合は、“△”を付すこと。

（４）園バスによる送迎を見込み通りに３年間実施できた場合

追加的に獲得される資金によって、令和８年度末に事業を終了して清算を行った 

場合には、残余資金は（       ）千円となる。 

よって、令和８年度まで事業運営を継続することは、（ 可能 ・ 不可能 ）である。 

※清算による残余資金がマイナス残高の場合は、“△”を付すこと。

３
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４

（１）   Ｆ法人の要約貸借対照表 

令和 14 年３月 31 日現在  （単位：千円） 

現 金 預 金

事 業 未 収 金 

そ の 他 の 流 動 資 産 

土 地 （ 基 本 財 産 ） 

建 物 （ 基 本 財 産 ） 

車 輌 運 搬 具 

器 具 及 び 備 品 

施 設 整 備 等 積 立 資 産 

そ の 他 の 固 定 資 産 

80,000  

54,499 

2,350 

72,000 

(   ) 

(  ) 

(  ) 

(   ) 

1,870 

事 業 未 払 金 

１年以内返済予定設備資金借入金 

そ の 他 の 流 動 負 債 

設 備 資 金 借 入 金 

基 本 金

国庫補助金等特別積立金 

施 設 整 備 等 積 立 金 

次 期 繰 越 活 動 増 減 差 額 

33,500 

(   ) 

1,230 

(   ) 

96,000 

(   ) 

(   ) 

(   ) 

資 産 の 部 合 計 (   ) 負債及び純資産の部合計 (  ) 

（２） 

① 10年間（令和４年４月１日から令和14年３月31日まで）の合計額

事業活動計算書 当期活動増減差額        （ ）千円 

減価償却費           （ ）千円 

国庫補助金等特別積立金取崩額 （ △ ）千円 

資金収支計算書 積立資産積立支出        （ ）千円 

② 増築に必要な自己資金は、令和14年３月31日現在の施設整備等積立資産で

（ 確保できた ・ 確保できなかった ）。 

なお、施設整備等積立資産の令和14年３月31日現在の残高は、増築に必要な自己資金に

対し（ ）千円（ 超過 ・ 不足 ）している。 
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③ ①において、令和４年度以降毎年度、令和４年３月31日現在の現金預金残高80,000千円

を超えた金額を施設整備等積立資産に積み立てていることから、資金収支計算書の10年間

の「積立資産積立支出」の合計額は、10年間の資金増加額の合計額を意味している。当該

金額が、事業活動計算書の「当期活動増減差額」よりも多額となっているのは、減価償却

の（       ）機能に基づくものであり、減価償却費相当額の資金が法人内部に留

保された結果である。 

なお、社会福祉法人の場合、（ ）の計上により、減価償却

の（ ）の機能は（ 増進 ・ 減退 ）されることになる。 

４ 
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５

（１） 円 

（２） 円 

（３） 

（ア） 円 

（イ） 円 

（ウ） 円 

（４） 円 

（５） 

円 

社会福祉充実計画の策定は ［ ］ 

５ 




